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「運輸部門」における二酸化炭素排出に係る 
社会的認識の正確化について（要望） 

 
 
 物流事業につきましては日頃より特段のご配慮・ご支援を賜り厚く御礼申し上げ

ます。また、グリーン物流パートナーシップ会議の発足等による二酸化炭素削減の

ための積極的施策とご支援等を高く評価するものです。 
さて、京都議定書が本年 2月 16日に発効し、政府におかれては今春にも同議定書
目標達成計画を策定すると伺っております。 
 物流業界においては、行政ご当局のご指導のもと荷主業界とも協力し、これまで

様々な形で二酸化炭素の排出の抑制に努めてまいりました。 
 しかるに昨今のマスコミの論調等を見ますと「運輸部門」における二酸化炭素の

排出には貨物輸送の影響が他にも増して大きいと認識し、あるいは「運輸部門」に

おける二酸化炭素排出の主たる責任がトラックにあると明確に表現している実例も

散見されます。 
 しかしながらデータを精査しますと、「運輸部門」から排出される二酸化炭素のお

よそ半分は自家用乗用車（マイカー）からのものであり、また、９0年度から０２年
度（速報値）までの間にマイカーからの二酸化炭素排出量は５０％以上増加してい

るのに対し、トラックからの二酸化炭素排出量は３％減少しております。 
 このようなデータに基づかない誤った認識の原因としては、貨物輸送に携わる事

業者が「○○運輸」、旅客輸送に携わる事業者が「○○交通」との社名を有している

例が多いことも一因かと思われますが、二酸化炭素の削減に積極的に取り組んでい

る物流事業者の努力に水をさすものと言わざるを得ません。 
 「運輸部門」の用語が長年にわたって使用されてきたことは十分承知しておりま

すが、今般の京都議定書目標達成計画の策定及び今後の同計画の実施等に当ってぜ

ひとも別記事項にご高配いただきますようお願い申し上げます。 
 
 なお、物流業界としてこれからも二酸化炭素の排出削減に邁進して参りますこと

は申し上げるまでもありません。 
 
 



 

記 
 
１．「運輸部門」の用語が貨物輸送あるいはトラック輸送と混同されることのないよ

うご配慮いただきたい。 
２．貨物輸送及びトラック輸送からの二酸化炭素排出量が基準年（９0年度）から減
少している事実を積極的に周知するようご配慮いただきたい。 
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